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28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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その他

　学校に対しては、夏休みと冬休みの期間を利用して選挙に関するポスターや習字の募集を行うとともに、学校の
生徒会役員選挙等の機会に投票箱や記載台を貸し出し、疑似選挙を体験させる。また、新有権者となる１８歳に
対し政治や選挙に関する資料の送付を行う。
　選挙期間中においては、有権者に対して棄権防止の啓発活動を行う。
　平成28年度から、法改正により選挙権年齢が１８歳に引き下げられたことに伴い、NPO法人２団体と連携し、主
権者教育事業を実施する。
　臨時的に、投票率の向上に効果のある啓発活動のアイデア募集を行う。
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

主権者教育について、平成28年度から民間委託を実施することで、経費が増加するが、幅広い年代に効果的に啓発を行うため
であり、経費の削減はできない。

見直しの余地なし

削減の余地なし 削減の余地あり

事業が抱える問題・課題等

やや低い

やや低い 低い

該当なし

やや低い

効
率
性

高い

今後の方向性

妥
当
性 【市の関与】 高い

有
効
性

やや高い

高い

終期設定

今後の方向性

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

拡充

選挙権年齢が18歳以下に引き下げられて初めて実施された今回の選挙においても、20代の投票率は
30％台と低迷しており、若者の政治や選挙への関心を高めていくことが重要となっている。引き続き、若
者を対象とした主権者教育事業を行っていく。また、投票率の向上に効果のある啓発活動のアイデア募
集で決定した優秀アイデアを、啓発活動で活用していく。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

１
次
評
価

低い

終期設定

　若者の政治や選挙への関心を高めていくことで、投票率の向上へつなげていく。

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

該当なし

低い 該当なし

やや高い【施策貢献度】

該当なし

やや低い

主権者教育事業の一環として行っている票育事業は、担い手となる大学生を募集し育成する計画で
あったが、大学生が集まらない状況である。

やや高い 低い

例年同様、選挙に関するポスターや習字コンクールへの募集及び新有権者への啓発資料の送付を
行った。それに加え、平成28年度からは、若者の政治や選挙への関心を高めるため、NPO法人と連携を
図り、高校で「票育事業」（若者が地域の課題や魅力を発見し、行動を起こせる力を育み、その学習成果
を授業として伝える人材育成事業）を実施している。また、幅広い世代が参加できる主権者教育イベント
を実施している。さらに、投票率の向上に効果のある啓発活動のアイデア募集を行い、優秀なアイデア２
点を表彰する。

該当なし

【事業成果】

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）
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